
令和元年度事業報告（案） 

 

自 平成 31 年 4 月 1 日 

         至 令和 2 年 3 月 31 日 

 

1．概  況 

(1)  景気の回復基調が続く中、一般社団法人全国労働保険事務組合連合会（以下 

「全国労保連」という。）においては、総会で承認を受けた令和元年度事業計画 

に基づき、本部・支部の執行体制のもと、会員である全国の労働保険事務組合 

  （以下「事務組合」という。）を含め、そのスケールメリットとネットワークを 

最大限に活用した事業運営を行うとともに、労働保険加入促進業務などの受託

事業の実施、労保連労働災害保険の普及拡大等を最重要課題として取り組んだ。 

   

(2)  労働保険の未手続事業の適用促進については、平成 17 年度から実施されてい

 る厚生労働省の「労働保険未手続事業一掃対策」に係る労働保険加入促進業務を、

 年間を通じた主要課題として位置づけ、取組を行っているところである。 

     労働保険加入促進業務については、市場化テストとして行われた入札の結果、

平成 30 年度から令和 2 年度までの 3 年間の業務として受託することができた。

そこで、令和元年度は 2年目として前年度に続き、労働局と支部との間で協議会

を開催するとともに、未手続事業名簿を作成し、この名簿に基づき全国に配置（委

任）した労働保険適正加入推進員（以下「推進員」という。）の加入勧奨活動な

どにより、本部と支部が一体となって未手続事業の解消に積極的に取り組んだ。 

 

(3)  労働保険の未手続事業発生防止のための周知・啓発事業については、全国労保

 連の組織の特性を活かせる事業として、令和元年度についても厚生労働省より受

 託することができた。そこで、4 月より全国に労働保険適用促進コーディネータ

 ー（以下「コーディネーター」という。）を配置の上、商工会議所、商工会、運

 輸支局、地方公共団体等との連携により、新たに起業を目指す者に対して行われ

 る起業者向けセミナーに講師、相談窓口に相談員を派遣するなどして、未手続事

 業の発生防止に取り組んだ。 

実施に当たっては、上記の労働保険加入促進業務を含め、これまでの豊富な事

 業実施経験を活かし、より効果的な加入勧奨活動や労働保険制度の周知・啓発に

 努めた。 

  

   (4)  委託事業主及び労働者の福祉の向上を図るため実施している労働福祉事業に 

ついては、自主的財政基盤の強化という観点も含め、関係者の理解により積極的

に取り組んだ。 

 

 



  (5)  そのうち、労保連労働災害保険事業については、平成 30 保険年度からの 3 年

間にわたる「労働災害保険事業推進計画」に基づき、ＰＤＣＡサイクルの的確な

展開による取組の強化を図り、取扱事務組合を始めとする関係者の努力により、

保険料総額が 3 年連続で 8 億円を超え、8 億 7 千万円となり、3 年計画の目標額

の 8 億 5 千万円を達成でき、過去最高額とすることができた。 

また、労働災害保険事業運営委員会等において、事業の推進と健全な発展に資

するための検討を行い、理事会で事業運営の状況・計画等を確認した。 

  

 (6)  なお、令和元年度は九州北部豪雨、台風 15 号・19 号等による風水害など自然

災害が多発する年となったが、その都度、支部において会員事務組合の被害状況

を確認するとともに、全国労保連として、災害見舞金規程に基づく災害見舞金の

支給、会費の一部免除等の対応を図った。 

 

 (7) 各種事業の実施に当たっては、平成 28 年度から拡充した関係委員会等の意見

を反映させて、より効果的な事業の執行に努めるとともに、具体的な問題につい

ては委員会等において検討を行った。 

 

 (8)  令和元年度における組織状況、会議の開催状況、各種事業の実施状況は、次の

とおりである。 

 
2．組織状況 

全国労保連の組織状況は、別表のとおり、会員数は 7,783 事務組合で、平成 30 年

度に比し 79 事務組合減少している。 

全国労保連が平成 28 年度から設置した事務組合の継承・新設に関する相談窓口に

ついては、各支部において相談体制が整備され、事務組合の認可及び事務組合の 

存続・変更に関する相談を 15 件実施した。 
  



会 員 数 の 推 移 
  
                                  

        年度 
 

支部 

 
平成30年度 

 

 
令和元年度 

 
備   考 

 
０１  北海道 ５４３  ５３９   
０２  青 森 １３８  １３９   
０３  岩 手 １０７  １０２   
０４  宮  城 １０６  １０５   
０５  秋 田 ７６  ７６   
０６  山 形 ７４  ７５   
０７  福 島 ２０６  ２０６   
０８  茨 城 １５４  １５３   
０９  栃 木 １０７  １０６   
１０  群 馬 １８３  １８２   
１１  埼 玉 ２１４  ２１３   
１２  千 葉 ２０２  １９９   
１３  東 京 ６１２  ６０９   
１４  神奈川 ３５６  ３５５   
１５  新 潟 ２７４  ２７４   
１６  富 山 １１２  １１１   
１７  石 川 １１７  １１８   
１８  福 井 ８７  ８５   
１９  山 梨 ８４  ８２   
２０  長 野 ２３７  ２３５   
２１  岐 阜 １７９  １７６   
２２  静 岡 １９４  １９１   
２３  愛 知 ３０８  ２９９   
２４  三 重 １２５  １２２   
２５  滋 賀 ９８  ９４   
２６  京 都 ２２３  ２２１   
２７  大 阪 ３４７  ３４４   
２８  兵 庫 ２４６  ２４６   
２９  奈 良 ７１  ７０   
３０  和歌山 １０８  １０５   
３１  鳥 取 ８９  ８７   
３２  島 根 ７３  ７３   
３３  岡 山 １２０  １１６   
３４  広 島 ２３４  ２３２   
３５  山 口 １４６  １４４   
３６  徳 島 ７５  ７５   
３７  香 川 ８７  ８７   
３８  愛 媛 １１４  １１４   
３９  高 知 ７６  ７６   
４０  福 岡 ２６２  ２６１   
４１  佐 賀 ７２  ７２   
４２  長 崎 ７９  ７２   
４３  熊 本 １６４  １６０   
４４  大 分 ９８  ９８   
４５  宮 崎 ９８  ９７   
４６  鹿児島 １１７  １１７   
４７  沖 縄 ７０  ７０   

計 ７,８６２ ７,７８３  

認可事務組合数 ９,４５１     ―  
組織率     ８３．２％   



3．会  議 

 

全国労保連が常設している総会、理事会、正・副会長会議、常任理事会、各委員

会並びにブロック会議、全国労働保険適正加入促進会議等の会議を(1)～(13)のとお

り開催し、それぞれ定められた審議事項について、組織を構成する代議員、役員等

が出席し、審議した結果に基づき適切な業務運営に努めた。 

なお、年度末に発生した新型コロナウイルスの感染拡大の防止の観点から、年度

末の正・副会長会議、常任理事会及び理事会が中止され、書面による理事会の開催

を余儀なくされるに至った。 
 
(1) 総  会 
 
 
(1) 開催日時 令和元年6月19日 

           14:00～16:00 

(2) 開催場所   

東京都千代田区飯田橋1-1-1 

ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席代議員  79名  (定数79名) 

 

 

 

 

 
審 議 事 項 

 第１号議案 平成30年度事業報告の承認について 

 第２号議案  平成30年度収支決算報告の承認について 

(監 査 報 告) 

 第３号議案  平成30年度公益目的支出計画実施報告書 

承認について 

(監 査 報 告) 

 第４号議案    令和元年度事業計画書の承認について 

 第５号議案  令和元年度収支予算の承認について 

 第６号議案  役員の改選について 

   
(2) 理 事 会 
 

 
   第 １ 回（書面決議） 

(1) 提 案 日   令和元年6月4日 

(2) 同 意 日   令和元年6月5日 

(3) 同意者数   51 名  (定数51名) 

 

 

 
議     題 

(1) 令和元年度通常総会の開催について 

(2) 通常総会決議事項について 

(3) 監査を受けた「平成30年度事業報告及び計算書類 

並びにこれらの附属明細書」及び「平成30年度公益目的

支出計画実施報告」の承認について 

 
 
第 ２ 回 

(1) 開催日時  令和元年6月19日 

              10:00～11:20 

(2) 開催場所 

  東京都千代田区飯田橋1-1-1  

              ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数    47 名  (定数51名) 

 

 

 
  議     題 

(1) 令和元年度通常総会提出議案について 

(2) 令和元年度通常総会について 

(3) 支部会長候補者について 

(4) 労保連労働災害保険事業について 

(5) 令和元年度ブロック会議について 

(6) 令和元年度全国労働保険適正加入促進会議につ

いて 

(7) 入会申込の承認について 

(8) その他 

 



 
第 ３ 回 

(1) 開催日時  令和元年6月19日 

            16:00～16:45 

(2) 開催場所 

    東京都千代田区飯田橋1-1-1   

              ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数   50名  (定数51名) 

 

 
議     題 

(1) 役員の選任について 

(2) 支部会長の任命について 
 

 
第 ４ 回 

(1) 開催日時  令和元年7月18日 

            13:30～14:40 

(2) 開催場所 

    東京都千代田区飯田橋1-1-1   

              ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数    44名  (定数51名) 
 

 
議     題 

(1) 令和元年度通常総会に係る議事録の確認について  

(2) 全国労保連委員会の委員委嘱について 

(3) 労働保険加入促進業務について 

(4) 労働保険の未手続事業発生防止のための周知・ 

啓発事業について 

(5) 入会申込の承認について 

(6) 労保連労働災害保険事業について 

(7) その他 

 

 
第 ５ 回 

(1) 開催日時  令和元年11月11日 

            11:00～12:00 

(2) 開催場所 

    東京都千代田区飯田橋1-1-1   

              ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数    49名  (定数51名) 

 

 
議     題 

(1) 令和元年度労働保険適正加入促進会議について 

(2) 令和元年度ブロック会議の開催状況について 

(3) 労保連各種検討委員会の報告について 

(4) 労保連労働災害保険の加入状況について 

(5) 九州北部豪雨災害及び台風15号・19号による被災

労働保険事務組合への災害見舞金の支給等につい

て 

(6) 入会申込の承認について 

(7) その他 

 



 
第 ６ 回（書面決議） 

(1) 提 案 日    令和2年3月24日 

(2) 同 意 日    令和2年3月31日 

(3) 同意者数   51名  (定数51名) 

 

 

 
議     題 

(1) 令和２年度の主な事業に係る基本方針について 

(2) 労働災害保険事業推進計画の目標額の改定につ

いて 

(3) 令和元年度事業報告(案)及び元年度本部収支 

決算見込(案)について 

(4) 令和２年度事業計画書(案)及び２年度本部収 

支予算(案)について 

(5) 入会申込の承認について 

(6) 書面による理事会の開催について 

 
(3) 正・副会長会議 
 

  
第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年6月4日 

            10:00～12:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

             ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数   5名   (定数７名) 

 

 

  
議     題 

(1) 令和元年度会長表彰の審査について 

(2) 令和元年度通常総会提出議案について 

(3) 平成30年度本部決算及び令和元年度本部収支 

予算(案)について 

(4) 令和元年度通常総会について 

(5)  支部会長候補者について 

(6)  入会申込の承認について 

(7)  令和元年度ブロック会議について 

(8)  令和元年度全国労働保険適正加入促進会議について 

(9)  その他 

 
 

第 ２ 回 

(1) 開催日時  令和元年7月18日 

              11:00～12:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

              ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数     5名  (定数７名) 

 

 
議     題 

(1) 令和元年度通常総会に係る議事録の確認について 

(2) 全国労保連委員会の委員委嘱について 

(3) 労働保険加入促進業務について 

(4) 労働保険の未手続事業発生防止のための周知・ 

啓発事業について 

(5) 入会申込の承認について 

(6) その他 

 



 
第 ３ 回 

(1) 開催日時  令和元年9月27日 

              14:00～16:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

              ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数     6名  (定数７名) 
 

 
議     題 

(1) 表彰審査 

(2) 労働保険加入促進業務について 

(3) 令和元年度労働保険の未手続事業発生防止のため

の周知・啓発事業について 

(4) 九州北部豪雨災害及び台風15号・19号による被災

労働保険事務組合への災害見舞金の支給等につい

て 

(5) 入会申込の承認について 

(6) その他 

 
  

第 ４ 回 

(1) 開催日時  令和2年1月16日 

            14:00～16:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙｸ゙ ﾗﾝﾄ゙ ﾊ゚ ﾚｽ 

(3) 出席者数     7名   (定数7名) 

 

 
 

 
議     題 

(1) 当面の課題について 

    （厚生労働省労働基準局労働保険徴収課長及び 

職業安定局雇用保険課長説明） 

(2) 表彰審査について 

(3) 令和元年度労働保険加入促進業務の実施状況に 

ついて 

(4) 令和元年度労働保険の未手続事業発生防止のため

の周知・啓発事業の実施状況について 

(5) その他 

 

 

(4) 常任理事会 
 

  
第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年6月4日 

                13:30～15:00 

(2) 開催場所  

  東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数    12名  (定数14名) 

 

 

 

 

 

 
議     題 

(1) 令和元年度会長表彰の審査について 

(2) 令和元年度通常総会提出議案について 

(3) 平成30年度本部決算及び令和元年度本部収支 

予算(案)について 

(4) 令和元年度通常総会について 

(5) 支部会長候補者について 

(6) 入会申込の承認について 

(7) 令和元年度ブロック会議について 

(8) 令和元年度全国労働保険適正加入促進会議について 

(9) その他 

 

 

 
 



 
(5) 制度等検討委員会 
 
  

第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年6月4日 

             10:00～12:00 

(2) 開催場所    

東京都千代田区飯田橋1-1-1   

              ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数    6名   (定数８名) 

 

 
検 討 事 項 

(1) 労保連労働災害保険事業について 

 

 

 

 

   第 ２ 回 

(1) 開催日時  令和元年7月18日 

              11:00～12:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

            ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数    6名 (定数8名) 

 
検 討 事 項 

(1) 労保連労働災害保険事業について 

 

 

 

 

   第 ３ 回 

(1) 開催日時  令和元年9月27日 

              14:00～16:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数      7名 (定数8名) 

 
検 討 事 項 

(1) 労保連労働災害保険事業について 

 

第 ４ 回 

(1) 開催日時   令和2年1月16日 

              14:00～16:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 
(3) 出席者数      8名 (定数8名) 

 
検 討 事 項 

(1) 労保連労働災害保険事業について 

(2) 令和２年度労働保険の未手続事業発生防止のための 

周知・啓発事業の入札について 
 

 
(6) 組織等検討委員会 
 
 
   第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年10月25日 

             14:00～16:00 

(2) 開催場所  

  東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙｸ゙ ﾗﾝﾄ゙ ﾊ゚ ﾚｽ 

(3) 出席者数      13名  (定数14名) 

 
検 討 事 項 

(1) 職員のワークライフ・バランスに向けた職員就業

規則の改正等について 

(2) 組織化に係る状況等について 

 

  

 



(7) 労働保険業務検討委員会 
 
 

   第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年10月23日 

             14:00～16:00 

(2) 開催場所  

 東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙ･ｸ゙ ﾗﾝﾄ゙ ﾊ゚ ﾚｽ 

(3) 出席者数    14名  (定数15名) 

 

 

検 討 事 項 

(1) 令和元年度ブロック会議等の意見・要望等について 

(2) 特別加入制度について 

(3) 令和元年度労働保険加入促進業務の上半期の実施状況 

について 

(4) 令和元年度労働保険の未手続事業発生防止のための 

周知・啓発事業の上半期の実施状況について 

 

 
(8) 労働福祉事業検討委員会 
 
 
   第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年10月24日 

            14:00～16:00 

(2) 開催場所  

  東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙ･ｸ゙ ﾗﾝﾄ゙ ﾊ゚ ﾚｽ 

(3) 出席者数   12名  (定数14名) 

 

 
検 討 事 項 

(1) 労保連年金共済事業の現況について 

(2) 労保連労働災害保険金の遅延利息の取扱いに係

る見直しについて 

(3) 労保連労働災害保険事業の運営状況について 

(4) 労保連労働災害保険事業の取組状況について 

 
(9) 労働災害保険事業運営委員会 
 
 
   第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年10月29日 

              14:00～16:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

             ﾎﾃﾙ･ｸ゙ ﾗﾝﾄ゙ ﾊ゚ ﾚｽ 

(3) 出席者数     ３名  (定数３名) 

 

 
検 討 事 項 

(1) 労保連労働災害保険の運営状況について 

(2) 労保連労働災害保険事業の取組状況について 

(3) その他 

 

 

 

 

(10) ブロック会議 

 厚生労働省から受託している労働保険加入促進業務の推進等について、各支

部からの現状・課題等の報告、推進員からの事例発表、労働局からの取組状況の

発表などを踏まえ、意見交換等を行い、事業目標達成に向け、今後も各支部が 

労働局と連携して推進していくことを確認した。 

併せて、労保連労働災害保険事業など全国労保連が実施している事業の現状

と今後の普及拡大への取組の報告を行った。 

 なお、会議には、厚生労働省から労働保険徴収課長のほか、労働保険事務組

合指導官、中央労働保険適用指導官が出席し、開催県の労働局から労働局長等の



幹部が出席したほか、開催県以外の労働局の労働保険徴収課（室）長を始め、 

労働保険事務組合担当官等が出席し、出席者数は 301 名となった。 

 

①  議 題  

イ 令和元年度労働保険加入促進業務の推進等について 

ロ 労働保険の未手続事業発生防止のための周知・啓発事業について 

ハ 労働保険適用徴収関係の状況等について 

ニ 全国労保連が実施している事業について 

 

②  開催年月日 

 

 

 

 

 

 
 
 
(11) 全国労働保険適正加入促進会議 
  

 

(1) 開催日時   令和元年11月11日 

              13:00～17:00 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区飯田橋1-1-1  

               ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟﾚｽ 

(3) 出席者数        約250名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
会 議 次 第 

(1)第１部 表彰式 

  適用徴収に功績のあった者に対する会長表彰 

(2)第２部 令和元年度労働保険加入促進業務の取組状況 

  令和元年度労働保険加入促進業務ブロック会議協議結果 
報告 

東京支部（労働保険適正加入指導員責任者） 

        山口支部（労働保険適正加入指導員責任者） 

   加入勧奨活動の事例紹介 

      京都支部労働保険適正加入推進員 

京都労務会  宗 本 一 博 様 

   神奈川労働局の取組状況 

     神奈川労働局総務部 労働保険徴収課長 

                    林  淳 子 様 

   令和元年度労働保険加入促進業務の一層の推進について 

                         （専務理事） 

 

開催年月日 ブロック 開催県 出席者数 

元. 9. 5 

元. 9.10 

元. 9.19 

元. 9.24 

元.10. 1 

元.10.10 

北海道・東北 

関  東 

中  部 

近  畿 

中国・四国 

九州・沖縄 

福 島 

東 京 

愛 知 

京 都 

山 口 

鹿 児 島 

３７名 

６７名 

５０名 

５４名 

４９名 

４４名 



 (3)第３部 講  演 

      演 題 「働き方改革のめざすもの」 

      講 師 東京海上日動火災保険株式会社 顧問 

      岡 崎 淳 一 様 

 

 
(12) 労働保険適正加入指導員責任者会議（支部事務局長会議） 
 
 

  第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年４月18日 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区九段北4-2-25 

       ｱﾙｶﾃ゙ ｨｱ市ヶ谷 (私学会館) 

(3) 出席者数      56 名 

 

 

会 議 内 容 

(1) 労働保険加入促進業務について 

(2) 労保連労働災害保険事業について 

(3) 指導・育成事業について 

(4)  業務支援ソフトについて 

 
第 ２ 回 

(1) 開催日時  令和元年11月12日 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区九段北4-2-25 

       ｱﾙｶﾃ゙ ｨｱ市ヶ谷 (私学会館) 

(3) 出席者数      56 名 

 

 
会 議 内 容 

(1) 労働保険加入促進業務の実施状況等について 

(2) 労働保険加入促進業務の経理について 

(3) 労働保険加入促進業務の予算等について 

(4) 労働保険加入促進業務に係る支部好事例発表 

(5) 労保連労働災害保険事業推進計画について 

(6) 労保連労働災害保険事業について 

(7) 指導・育成事業等について 

(8) 新総コンシステム移行への取組について 

 

 
(13) コーディネーター会議 
 
 
  第 １ 回 

(1) 開催日時  令和元年４月18日 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区九段北4-2-25 

       ｱﾙｶﾃ゙ ｨｱ市ヶ谷 (私学会館) 

(3) 出席者数      56 名 

 

 
会 議 内 容 

(1) 労働保険未手続事業発生防止のための周知・ 

啓発事業について 

 

 



  
第 ２ 回 

(1) 開催日時  令和元年11月12日 

(2) 開催場所 

   東京都千代田区九段北4-2-25 

       ｱﾙｶﾃ゙ ｨｱ市ヶ谷 (私学会館) 

(3) 出席者数      56 名 

 

 
会 議 内 容 

(1) 労働保険の未手続事業発生防止のための周知・ 

啓発事業について 

(2) 労働保険の未手続事業発生防止のための周知・ 

啓発事業に係る支部好事例発表 

 

 

(14) 要望書の提出等 

① ブロック会議での要望等を踏まえ、2 月には事務組合制度、労働保険加入促進

業務、労働保険の未手続事業発生防止のための周知・啓発事業、電子申請、特別

加入制度などの改善等について、会長から厚生労働省労働基準局長と職業安定局

長に要望書を提出した。 

なお、前年度に要望した事項について、ⅰ）事務組合に係る地域要件の廃止（令

和 2 年 4 月施行）、ⅱ）総コンシステムに替わる事務組合業務支援ソフトウェア

（以下「業務支援ソフト」という。）のリリース、ⅲ）労働保険加入促進業務に

係る労働保険適正加入推進員証の交付の早期化、ⅳ）労働保険適正加入推進員研

修会への講師の派遣、ⅴ）周知・啓発事業における中小企業庁からの起業に係る

補助事業者へのリーフレットの配布等が行われた。 

また、特別加入制度については、労働政策審議会労働条件分科会労災保険部会

報告（令和元年 12 月 23 日）において、働き方の多様化など社会経済情勢の変化

も踏まえ、「特別加入の対象範囲や運用方法等について、適切かつ現代に合った

制度運用となるよう見直しを行う必要がある」旨が明記された。 

 

② 事務組合制度等の現状と課題について、厚生労働省との定期的な意見交換会

が例年行われており、令和 2 年 3 月にも開催が予定されていたが、新型コロナ 

ウイルスの感染拡大の防止の観点から延期され、令和元年度内の開催は見送りと

    なった。 

 

③ 労働保険料等の納期限の延長、電子申請の利用促進に向けた更なる取組等に

係る周知などについて、労働保険徴収課、雇用保険課に協力し、事務組合等へ周

知を行った。 

 

4．労働保険加入促進業務 

 労働保険加入促進業務は、労働保険の健全運営と労働者の適正なる保護を目的と

するもので、全国労保連の一丁目一番地として位置付ける重要な事業であり、全国

労保連組織が一体となって、次の活動を行った。 

(1) 労働局との協議会の開催 

労働保険の未手続事業に対する加入促進を効果的に実施するため、都道府県労



働局との「労働保険の未手続事業一掃対策」に係る協議会（以下「協議会」とい

う。）を104回開催し、未手続事業名簿の決定、事業の進捗状況の報告、情報交換

等を行い、また、実務者レベルの協議を522回開催するなど連携を強化し、円滑な

事業の推進に努めた。 

なお、新型コロナウイルスの感染拡大の防止の観点から、16回の協議会が中止

又は延期を余儀なくされた。 

 

 (2) 加入促進計画の策定と目標管理 

 労働保険加入促進業務の実施に当たり、加入勧奨実施事業数 83,000 事業、 

保険関係成立件数（雇用保険のみを除く）33,000 件、雇用保険手続件数 20,000 件

の目標値達成のため、各都道府県労働局と支部とで期首に加入促進計画を策定し

た。その加入促進計画をもとに、本部・支部にて「労働保険加入推進委員会」を 

設置・開催し、必要な対策を講じつつ目標値達成に向けて目標管理を行った。 

 

(3) 加入勧奨活動 

     労働保険加入促進業務は、委任された 7,787 名の推進員が未手続事業に直接訪

問する加入勧奨により、加入勧奨活動の効率的実施を図るとともに、労働局との

連携のもと、本部・支部・推進員が一体となり、未手続事業の加入勧奨に取り組

んだものの、令和元年度の実績は、未手続事業把握件数が 68,174 件、調査説明件

数（調査説明費）が 78,941 件、保険関係成立件数（雇用保険のみを除く）が 24,

931 件、雇用保険手続件数が 13,892 件と、特に、労災保険及び雇用保険の成立・

手続件数については、低い実績にとどまった。 

   また、平成 30 年度から新たに支給されることとなった中小事業主等の特別加

入に係る取扱件数は、12,413 件となった。 

 

① 母体団体別推薦事務組合数及び推進員数 
 

      母体団体 

 年 度 

事 業 

協同組合 

商 工 

会議所 

商工会 商店街 

振興組合 

小 売 

酒販組合 

生活衛生

同業組合 

その他 

 

計 

 

３０ 年 度 

 

推薦組合数

推進員数 

234 

335 

453 

702 

1,482 

2,308 

3 

3 

2 

2 

31 

33 

2,742 

4,258 

4,947 

7,641 

元 年 度 

 

推薦組合数 

推進員数 

232 

327 

453 

718 

1,485 

2,360 

3 

3 

2 

2 

29 

31 

2,748 

4,346 

4,952 

7,787 

 
       母体団体  

 

年 度 

農業 

・漁業 

協同組合 

青 色 

 

申告会 

 

全建総連 

労 働 

基 準 

協 会 

民 主 

 

商工会 

医師・ 

歯科 

医師会 

代 表 

 

社労士 

その他 

 

の団体 

 

計 

 

３０ 年 度 

 

推薦組合数 

推進 員数 

25 

30 

30 

37 

177 

295 

101 

130 

164 

192 

61 

67 

1,464 

2,501 

720 

1,006 

2,742 

4,258 

元 年 度 

 

推薦組合数 

推進 員数 

25 

30 

31 

38 

180 

311 

100 

130 

165 

195 

61 

67 

1,468 

2,552 

718 

1,023 

2,748 

4,346 

    （注）会員事務組合数に対する推薦事務組合数の割合は約 63.6％である。 



② 労働保険加入促進業務実施数 
                                    (金額単位：千円) 

  項 目 

 

年 度 

 

未手続事業 

把握数 

 

加入勧奨 

実施割当数 

調査説明費 成功報酬費 

 

件 数 

 

金 額 

件  数  

金 額 労災保険 雇用保険 特別加入 

 

３０年度 

 

 

85,909 
労働局21,787 
推進員30,068 
支  部34,054 

82,701 
 
 

 

77,440 
 
 

 

100,362 
 

 

25,407 
 
 

 

14,540 
 
 

 

12,374 
 
 
 

213,375 

 

 

 

元 年 度 

 

 

 87,506 
労働局19,332 
推進員28,455 
支  部39,719 

83,499 
 
 
 

78,941 103,372 24,931 13,892 12,413 209,637 

 

(4) 推進員に対する研修 

  推進員に対する研修は、支部が主体となって、労働局の労働保険徴収主務課室等

の協力を得て実施した結果、132回開催され、5,430人が受講した。 

推進員研修受講者からの研修内容に関するアンケートの結果、89.7％の受講者か

ら有意義であったとの回答を得た。 

 

(5) 全国労働保険適正加入促進会議等 

① ブロック会議 

全国を6つに分けたブロック会議では、全国労働保険適正加入促進会議に向け 

て、各都道府県の労働局と支部が抱える地域固有の課題等について、推進員の 

事例発表を含めて意見交換を行った。（詳細は［3.会議］の「(10) ブロック会議」

参照） 

   

② 全国労働保険適正加入促進会議 

  労働保険加入促進業務の一層の推進を図るため、厚生労働省が定める労働保険

適用促進強化期間における適用促進活動の一環として、11月11日(月)に全国労働

保険適正加入促進会議を開催した。 

本会議においては、ブロック会議の成果を踏まえた支部及び推進員の活動報告、

労働保険加入促進業務の実施において著しい貢献のあった事務組合の会長表彰及

び講演を行うことにより、労働保険加入促進業務の促進に向けた士気の向上、情

報の共有化等を図るとともに、労働保険制度及び事務組合制度の普及・広報を行

った。（詳細は［3.会議］の「(11) 全国労働保険適正加入促進会議」参照） 

 

5．労働保険の未手続事業発生防止のための周知・啓発事業 

   労働保険の未手続事業発生防止のための周知・啓発事業は新たに起業を考える者に

対し、労働保険制度等についての必要な知識を付与するなどにより、未手続事業の 

発生防止を図るために、支部にコーディネーターを配置し、次の活動を行った。 

 また、労働保険加入推進委員会等で目標の管理、事業推進のための対策等を実施

した。 



(1) 起業者セミナーへの講師の派遣 

各地商工会議所、商工会、地方公共団体等と連携し、セミナー講師派遣回数は

目標280回に対し399回実施し、セミナー参加者は5,916人となった。 

 効果測定としてセミナー受講者からアンケートを徴し、89％の受講者から有意義

であったとの回答を得た。 

 

(2)  起業者に対する相談窓口への相談員の派遣 

  各地商工会議所、商工会、地方公共団体等と連携し、全国の相談窓口に相談員を

派遣し、派遣回数は目標474回に対し712回となった。 

 効果測定として相談員が相談概要書を作成し、相談者のうち46％の者が労働保険

 の加入の意思を示した。 
 

     項目 

年度        

セミナー講師 

派遣回数 

セミナー 

参加者数 

相 談 員     

派遣回数 

 

３０年度 

 

目 標 

実 績 

達成率 

280 

399 

142.5% 

5,800 

5,827 

100.5% 

486 

679 

139.7% 

 

元年度 

 

目 標 

実 績 

達成率 

280 

399 

142.5% 

5,800 

5,916 

102.0% 

474 

712 

150.2% 

 

６．指導・育成事業 

 事務組合の運営に係る指導・育成、労働保険事務に係る資質の向上、改善等に関

する次の事業を行った。 

(1) 情報誌の発行等の事業 

 情報誌については、本部においては事務組合関係情報の充実に努め、年 6 回 

定期的に発刊した。支部においては随時発刊し、これを会員事務組合に送付す

る等により、労働保険業務、全国労保連の事業等の周知と理解の促進に努めた。 
 

    区分 

  

年 度 

本  部 支  部 

回 数 １回の発行部数 年間発行部数 回 数 １回の発行部数 年間発行部数 

３０年度 6 8,800 52,800 75 100～1,500 23,853 

元年度 6 8,500 51,000 76 100～1,450 23,888 

 

 



(2) 出版事業 

  事務組合職員の労働保険制度及び事務組合制度の理解や業務推進のための参

考資料として、「事務担当者必携」と「やさしい年度更新」の図書について、一

括有期事業に係る制度改正、特別加入制度の加入対象への家事支援従事者の追加

等の内容の改定を行い、発刊した。 
 

     区 分 

 年 度 

発 刊 部 数 

事務担当者必携 やさしい年度更新 

３０年度 6,500 5,500 

元 年 度 6,600 5,600 

 

 (3) 事務組合業務の支援 

  事務組合職員の研修や総コンシステムの運用を、労働局の労働保険徴収主務課

室等の協力を得て、支部が主体となって行った。また、本部・支部は、事務組合

業務の支援のため優良事務組合等の表彰などを行った。 

なお、厚生労働省が開発を進めてきた現在の総コンシステムに替わる業務支援 

ソフトが、令和元年 9 月からリリースされ、各支部における導入に向けて、厚生 

労働省等との調整等を図った。 

 

      区 分 

 年 度 

事務組合研修 総コンシステム 優良事務組合等表彰 

開催回数 受講者数 利用組合数 利用事業場数 表彰組合数 表彰個人数 

３０年度 172 10,588 4,156 616,334 279 355 

元年度 174 9,765 4,171 630,678 346 359 

 

７．労働福祉事業 

委託事業場に対する労働災害補償に関する保険制度の運営、普及その他労働福祉

の増進に資する次の事業を行った。 

(1) 労保連労働災害保険事業 

  労保連労働災害保険事業については、平成 30 保険年度より 3 年間にわたる「労

働災害保険事業推進計画」等を踏まえ、加入勧奨マニュアル等の更新、取扱事務

組合等の研修の実施、本部のホームページにおける保険料の見積りシステムの活

用、本部・支部の会報等における広報記事の掲載などの普及促進策を講じ、本部

・支部、会員事務組合が一体となって、新規取扱事務組合の拡大を含む積極的な

普及活動に努めた。その結果、令和元年度では、取扱事務組合数が 2,819、その 

うち契約有の取扱事務組合数が 1,770、加入事業場数が 18,815、保険料総額は 

約 8 億 7 千万円となった。一方、保険金支給額は約 1 億円と、前年度より減少し



た。 

 また、労働災害保険事業運営委員会において、当該事業の財政の健全性の確保

や普及促進策の検討を行った。 

 
          (金額単位：千円) 

          区  分 

  年 度  

会員 

事務組合数 

取扱事務組合数 加 入 

事業場数 

保険料 

総 額 

保険金 

支給額  契約有 

３０年度 7,862 2,753 1,746 18,548 832,621 211,552 

元 年 度 7,783 2,819 1,770 18,815 872,108 101,711 

（注）令和元年度加入事業場数のうち、新規加入事業場数は 1,455 事業場で

総数の 7.7％を占めている。 

 

(2) 中小企業退職金共済受託事業 

     中小企業退職金共済受託事業については、令和元年度新たに、43 事務組合が

復託団体となって、新規に 445 事業場、3,205 人が中小企業退職金共済制度に加

入した。 

 

       区  分 

年 度 

 

実施支部数 

 

実施事務組合数 
新 規 加 入 

事業場数 労働者数 

３０年度 47 1,274(68) 439 2,319 

元 年 度 

（3月末） 
47 1,313(43) 445 3,205 

(注) (  )内は新規取扱数 

 

(3) 労保連年金共済事業 

  労保連年金共済事業については、受託者であるジブラルタ生命保険株式会社の

財務内容、加入者数減少の状況などについて随時情報を収集するとともに、労働福

祉事業検討委員会において状況分析等を行い、事業の的確な運用に努めた。 
                  
         区  分 

  年  度 

 
実施支部数 

 
実施事務組合数 

 
加入者数 

 
年金受給者数 

３０年度 13 21 37 12 

元年度 13 20 36 12 

 (注) 本事業は平成 13 年度から新規取扱いを停止している。 

 

８．普及・広報事業 

労働保険制度の普及及び広報に関する次の事業を行った。 

 



(1) 労働保険・保険関係成立之証 

  事業主は、法令により労働保険番号等を事業場の見易い場所に常時掲示し、労

働者に周知しなければならないことから、労働保険・保険関係成立之証について

は、本部・支部において、情報誌やホームページ等により、広報・普及に努めた。 

 
          区  分 

 年  度 

 
実 施 支 部 数        

 
申込事務組合数      

 
発行枚数 

３０ 年度 37 212 1,095 

元 年 度 
33 213 1,132 

 

(2) 普及広報事業 

 本部・支部において、広報資料やホームページにより、広く関係者に労働保険 

制度及び事務組合制度の周知等に努めた。 

なお、ホームページについて、本部においては、前年度にリニューアルされた 

内容等の有効活用に努めた。 

 

９．附属明細書 

令和元年度事業報告には、事業報告の内容を補足する重要な事項は特にないので、

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第 3 項に規定する

附属明細書は作成しない。 


